




視 察 先 新潟県燕三条地場産業振興センター 
視察先 

説明者 

専務理事  佐藤  一男 

総務部長  兼  総務課長 

澁川 淳 

視察テーマ 地域産業振興センターの目的と役割について 視察日時 
令和５年 11 月 7 日（火） 

15：35～17:00 

参 加 者 
東川孝義、東 千春、遠藤隆男、今村芳彦、  

清水一夫、水間健詞、谷  聡、山田典幸 
報告者 水間健詞、清水一夫 

【視察の目的】 

時代に対応した新しい展開を目指す地場産業として人・技術・情報の高度な交流結合し地域文化の活性化 

を図る各種機能を持ったセンターを視察し、今後の名寄市の取り組みに生かすことを目的とした。 

 

【視察事項】 

１ 設立の目的背景について  

２ 多目的施設の具体的な支援について  

３ 地域内企業への具体的な支援について  

４ センター設置後の人の流れと経済活動の変化について  

５ センター利用者に対しての情報発信について 

 

【調査説明概要】 

《燕三条地場産業振興センターの概要》 

 三条市・燕市は新潟県のほぼ中央に位置し、作業工具・刃物関連等を主体とした金属製品の「金物の町」

ならびに「金属洋食器」「金属ハウスウェア」製品を主要製品とする町として、国内はもちろん世界に輸出

してその優秀性を誇っています。また、これらの製品にはぐくまれた技術をより研鑽し他の技術との複合に

よる金属加工基地として、今後とも産業構造の高度化、地域経済の活性化を図っていくことが望まれていま

す。 

 燕三条地場産業振興センターは、時代に対応した新しい展開をめざす地場産業が、人・技術・情報の高度

な交流結合をはかり、新商品・新技術の開発の契機となる中核機能と、併せて地域文化の活性化を図るため

の各種機能を併せ持った多目的施設であり、産業と観光の拠点となっています。 

 

１ 設立の目的背景について 

昭和 60 年プラザ合意により円高で、燕市は主に輸出産業であり苦境の中にいた。昭和 55 年から当時

の通産省が「地場産業振興対策」という政策を打ち出し三条市と燕市が地場産業振興センターを設立し

た。 

  

２ 多目的施設の具体的な支援について 

２つの施設（メッセピア・リサーチコア）の運営は、燕市と三条市の負担金とセンターでの販売収入で

運用している。販売が好調で収入の一部を建物の修繕に充てている。施設内の県工業技術総合研究所県央

技術支援センターは企業の技術支援、県信用保証協会県央支店は企業の融資支援、また県税関支署三条燕

派出所は海外輸出製品の税関処理を行い港での税関検査を免除している。  

 

３ 地域内企業への具体的な支援について 

リサーチコア事業で①受発注の斡旋②人材育成③開発力強化④燕三条ブランドの推進⑤海外販売支援

などを行っている。特に小さな企業で新商品を開発した際は、テストマーケティングの支援を行い、お客
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様の反応をみて改善すべき点は速やかに改善させセンターが販売支援を行っている。  

 

４ センター設置後の人の流れと経済活動の変化について 

昭和 63年センター設立した時は、周りは「田んぼ」だったが、その後、高速道路、新幹線が開通し駅

もできたところで、大手スーパーが進出し、商店街が形成され繁華街となった。センターには金融機関が

あるため、お金が借りやすく、近くに三条商工会議所があるため色々な商業施設が集まり利用者が身近で

色々な手続きができるようになった。  

 

５ センター利用者に対しての情報発信について 

HP・メールマガジンでの企業の情報発信、「X」(旧ツイッター)での物産情報の発信、利用者からの要

望で FAX通信もやっている。関東方面では日刊工業新聞に公告もだしている。 

 

【質疑応答概要】 

（問）センター内での販売の売り上げが伸びている要因は？  

（答）７年前、センターが道の駅になってから県外の旅行客が多く好調である。以外に地元野菜の売り上げ 

が好調である。  

 

（問）コロナ禍、個人キャンパー用の需要はどうであったか。  

（答）コロナ禍、キャンプ用品は好調であったが、コロナが５類に移行した後は、大変厳しい。  

俄かキャンパーは、普通の旅行に行ってしまった。商品はダブついている。  

 

（問）打開策は？ 

（答）キャンプ商品は高級路線であったが、庶民が購入できる商品に転換と「ふるさと納税」の商品として

扱っている。  

 

（問）ロシアのウクライナ侵略の影響は？ 

（答）電気・ガスの高騰、ロシア及び中国からの輸入原材料ニッケル・クロムなどが高騰している。  

経営的に大変厳しい。生産の機械化、人員の縮小など工夫して頑張っている。 

  

（問）センターがあった場合と無かったら場合を、どの様に想像するか？ 

（答）評価について数字を見ると、30年前 6000 社で売上総額は 7000 億円であった。今は、2000 社で売

上総額は 7000億円である。1 社あたり利益は単純に３倍になっている。理事会の評価は産業界として

助かっていると評価されている。 

 

【考察・成果】 

１ 燕三条地場産業振興センターは産業界の架け橋であった。また、センター職員 50名中、24名は営業推

進部の職員（黒子）として、企業のために仕事を探し、また事業を展開している。成果として次の通りで 

ある。  

（１）小さな企業で新商品を開発した際は、テストマーケティングの支援を行い、お客様の反応をみて改善 

すべき点は速やかに改善させセンターが販売を行っている。  

（２）受発注の斡旋において６月東京ビッグサイトへ 20数年間出展し商談につなげている。近年は関西方 

面に足を延ばしている。  

（３）地元でものづくりメッセを開催し、今年は県外から 4000人以上の来場者があり、そこでも商談につ 

なげている。  

（４）企業同士のマッチングにも務めている。  

（５）海外販路支援では、フランクフルト（独）、ニューヨーク・ロサンゼルス（米）、バンクーバ（加）、 

成都（中）などに出展支援をしている。  



 

（６）インバウンド誘客の推進は、インバウンドプロモーション事業としてインターネット上で発進すると 

ともに海外出展の際も情報発信している。年間約 2000 人が台湾、東南アジア、EU、アメリカなどか

ら訪れている。5年前から免税店を開設して対応している。  

（７）ブランド化について、洋食器などのデザインは外部の専門家に依頼し、その結果、世界三大デザイン 

賞のうち、「red dot award2017」と「iF デザイン賞 2022」の２つを受賞している。洋食器の燕三条の 

ブランド・名声は世界に届いている。 

 

２ 名寄市の地場産業を考察  

名寄市の基幹産業は、農業である。もち米の作付面積は日本一であり、寒冷地野菜のアスパラガス、ス 

イートコーン、カボチャ、馬鈴薯などは、「JA なよろ」の市場調査によると高評価を得ている。 

その強みの農産物を更に付加価値をつけて販売するには、また、今まで廃棄していたものをいかに生か 

し加工して販売するかも考えなければならない。 

一例であるが富良野マルシェのような組織を立ち上げ各団体の代表と外部専門家を招いて喧々諤々と

議論して、その産業を興し得る中心的な人物が必要と思料する。  

なよろ観光まちづくり協会の通信物販・ふるさと納税などでも市内農産物（特にアスパラガス・スィー

ト コーン）が上位を占める。JA の出荷先は市場・製粉業者等（BToB）が大勢を占めるが、直接消費者

を相手 にする（BToC）部分の強化が求められるのではないか。  

人手のかかる青果物の増産は容易ではないが農福連携・大学生の有償ボランティアなど名寄ならでは

の手法を取ることで産地間競争を優位に進めたい。 

以 上 

 

 

 



 

 

 

 

 



 



視 察 先 山形県長井市 建設課 
視察先 

説明者 

建設企画整備室長 鈴木 満成 

他２名 

視察テーマ 鉄道駅と一体となった新庁舎について 視察日時 
令和 5年 11月 9日(木) 

13:30～15:00 

参 加 者 
東川孝義 東 千春 清水一夫 遠藤隆男 

水間健詞 今村芳彦 谷  聡 山田典幸 
報告者 遠藤 隆男 

【視察の目的】 

 長井市の鉄道駅と一体となった新庁舎の概要と現状及び複合施設としての利用実態等について調査し、

今後の名寄市における公共施設再配置のあり方についての研究の資とする。 

 

【視察事項】 

・新庁舎整備に係る検討経過について 

・新庁舎整備の基本構想と必要な機能について 

・新庁舎のエリア設定と具体的な運用について 

・新庁舎の地域活性化に寄与している効果について 

・複合施設としての利用実態について 

 

【調査説明概要】 

長井市は、山形県の南部に位置する 214.67㎢、人口 24,952人（令和５年９月末日）の市で、北西端には

大朝日岳があり、市域の西半分ほどを朝日山地が占める。市の東部にある盆地は長井盆地と呼ばれる市街地

があり、市の東から流れる最上川に、飯豊山地から北上する白川と、朝日山地から東進する野川が合流し、

水量を増して市街地付近を北に流れる。また、春から夏にかけて市の名物であるサクラ、ツツジ、アヤメが

見頃となり、寒暖差も大きく気温の年較差、日較差が大きい顕著な大陸性気候であり、降雪量も多く、周辺

の自治体と同様に特別豪雪地帯に指定されている。 

キャッチコピー「水と緑と花のまち・ながい」 

 

《新庁舎整備に係る検討経過について》 

市役所機能が旧本庁舎に収まりきらず６カ所に分散しており、防災拠点としての機能不足、耐震性能の不

足、老朽化及び設備面の機能低下、スペースの不足・庁舎の分散化、バリアフリー等への対応不足、市民活

動・市民交流への対応不足といった課題があり、「長井市第五次総合計画」により公共施設の耐震化が進め

られる中、「長井市公共施設等整備計画」では市庁舎を移転新築する計画が示され、庁舎整備の基本的な方

針を検討した「長井市新庁舎整備基本構想」が策定され、市町村役場機能緊急保全事業債を活用し、整備さ

れました。 

 

《新庁舎整備の基本構想と必要な機能について》 

 旧庁舎機能の課題や、新庁舎整備に係る基本的な考え方（基本方針）を示し、実現に向けて必要となる機 

能や取り組むべき方策を整理した。 

（基本方針と必要機能） 

１ 市民の安全と安心を守る庁舎 

耐震性能の確保、ライフライン維持機能、危機管理機能、災害対策支援機能、セキュリティ対策機能 

２ わかりやすく人にやさしい庁舎 

手続きしやすい窓口機能、分かりやすい案内機能、ユニバーサルデザイン、プライバシー配慮 
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３ 機能的で利便性の高い庁舎 

機能的・効率的な執務機能、先進的な情報化対応、効果的な会議・保管機能、福利厚生・利便機能、 

十分な駐車場・駐輪場の確保 

４ 交流とふれあいを生む親しみやすい庁舎 

市民交流スペース機能、市民参画・協働機能、情報発信機能、開かれた議会機能 

５ 将来変化に対応する経済的な庁舎 

多様な使い方・将来のニーズの変化に対応可能な施設、維持管理・更新への配慮、長寿命化への配慮、 

窓口カウンターの仕切り、ライフサイクルコストへの配慮 

６ 環境配慮や立地特性を踏まえた庁舎 

自然エネルギー活用、省エネ技術の導入・環境負荷の低減、まちの顔としてのシンボル性・デザイン、 

長井の自然・地域性への配慮 

 

《新庁舎のエリア設定と具体的な運用について》 

 以前は庁舎が分散し、利用者がどこに手続きに行けば良いかわかりづらく、職員も連絡や移動に時間をよ 

うするなど非効率的な体制となっていましたが、新庁舎では機能が集約され、利用しやすく効率的になって 

います。また、政策の効率的な推進・喫緊の行政課題や市民ニーズへの対応などを目的に、組織機構を見直 

しました。ＳＤＧsやゼロカーボン、ふるさと納税といった重要課題を推進する室を複数新設し、生涯学習 

や文化、スポーツといった教育部門の見直しをしたことが特徴です。 

 現在の駅へのアクセスを生かし、南側を庁舎執務エリア、北側の１・２階をまちなか交流施設エリア、３ 

階を議会エリアとして、わかりやすく明確なエリアとしています。また、無柱のオープンフロアの執務室や 

市民交流ホールの吹抜け空間など機能的で豊かな空間構成となっています。 

 

                        貴重なインフラ資源であるフラワー長井線との連携 

                       に力をいれてきた。 

                        都市機能の各となる庁舎と長井駅を合築し、市中心 

                       部と周辺地区を公共交通で結ぶ「コンパクトシティ・ 

                       プラス・ネットワーク」の推進を図る。 

                        駅のコンコースから市役所に繋がるオープンなスペ 

                       －スを設け、訪れる人々が行き交い、交流が生まれる 

                       施設を目指す。 

 ➡「まちの顔」となる魅力ある庁舎に 

（駅と一体となった新庁舎）      

 

１ 執務エリア：南側１～３階 

（１階） 

・ 市民の利用しやすさに配慮して、市民の利用頻度の高い窓口を１階フロアにまとめて配置しています。  

・ 窓口は仕切りのあるカウンターとし、市民のみなさんと同じ目線で対応できるようになっており、個室 

の相談室も配置することで、プライバシーの確保を行っています。 

・ お子様連れの方に配慮したキッズコーナー、授乳室など子育て支援スペースの充実を図っています。 

（２階） 

・ ２階に三役室、防災関連執務室を集中配置することで、市長を中心に迅速かつ的確な指令系統の確立を 

可能としています。災害対策室は、災害時に統制指揮系統となる災害対策本部を設置できるようになって

います。 

（３階） 

・ 庁舎南側に、自主防災組織の会議や研修などが行える防災スペース（防災研修室・防災倉庫）を設置し、 

地域の防災活動を支える拠点としています。 

 



２ まちなか交流施設エリア：北側１・２階 

・ 駅と一体となった賑わいを育むふれあい交流スペースとしています。 

・ 交流スペースの１階は、交流・談話・展示等が行える吹抜け空間で開放感のある市民交流ホールとして 

います。２階には、協働活動の場となる市民防災研修室を配置しています。 

・ 災害時に、市民の一時的な避難場所として、１階市民交流ホールと２階市民防災研修室を開放する計画 

としています。 

３ 議会エリア・北側３階 

・ 駅・市民交流ホールの上部に議会エリアを配置し、駅と一体となっています。 

・ 駅前通りに面する東面は、市街地を望むことのできる眺望廊下を設置しています。 

４ 動線計画 

・ 来庁者のアプローチとして東面に４ヶ所と、プラットホームのある西面に１ヶ所設けられたコンコース 

となっています。 

・ 東側中央のメインアプローチは、前面の思いやり駐車場からの利用しやすさに配慮し、南側アプローチ 

は、駐車場からの動線と時間外対応として設置しています。駅舎アプローチは、まちなか交流施設エリア

に容易にアクセスできるようになっています。  

・ 職員のアプローチとなる通用口は、駐車場や付属棟への動線を考慮した南側に設置しています。  

・ 各アプローチからの動線を考慮し、執務エリアの南・中央・北側の３ヶ所に階段室とエレベーターを設 

置し、市民交流ホールには、２階の市民防災研修室や執務室へ直接アクセスできる階段を設置しています。 

 

《新庁舎の地域活性化に寄与している効果について》 

新庁舎は駅と一体になっているため、鉄道で来た人が、雨や雪に濡れることなく庁舎に入ることができる 

ように配慮しており、分散していた庁舎機能を集約し、利用しやすく効率的になっています。 

新庁舎は、長井市の歴史ある近代洋風建築の意匠を踏襲し、良好な景観形成を実現するとともに、全国初 

となる鉄道駅との一体化で利便性の向上や賑わいを創出し、地域の活性化に寄与している点が評価され一

般社団法人全日本建設技術協会から「全建賞」を受賞しました。 

 

《複合施設としての利用実態について》 

 長井駅周辺に隣接する民有地（グンゼの工場跡地）には、多機能型図書館と子育て支援センターの機能 

を持つ、遊びと学びの交流施設「くるんと」が整備され、市役所での手続きの利便性だけでなく、エリア全

体を市民や市外からの方も楽しく集える憩いの場、にぎわいの場となっています。 

【現地案内】 

 ２階の市民防災研修室は、自主防災組織の研修活動に使用。地区やＰＴＡなど市内の公共的な団体の会議 

や研修等にも活用している。 

 議場は、壁に長井軸のタペストリー、床のカーペットに「あやめ」「つつじ」「清流」を描いている。 

 家具は傍聴席下のスペースに全て格納でき、廊下側は移動間仕切壁で開放できる。 

 傍聴席入り口に車いす用昇降機を設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２Ｆ：防災研修室                  ３Ｆ：議 場 



 長井駅のコンコースも兼ねた吹き抜けの解放感ある市民交流ホールは、談話や憩いの場となっており、 

駅ピアノがあり、簡単なイベントもできる。 

 売店（スマートストア）があり、デジタル技術を利用して店舗スタッフの省人化や無人化を実現する実 

店舗となっている。営業は、７：００～２０：００ 

 紙おむつやおしり拭きを買える自動販売機、緊急時に中の飲料製品を無償提供できる自動販売機を設置 

し、災害避難時に備えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１Ｆ：市民交流ホール（南側）           １Ｆ：市民交流ホール（北側） 

 

 グンゼの工場跡地に、長井市、グンゼ株式会社及びグンゼ開発株式会社がＰＰＰ（官民パートナーシップ 

/官民連携）の手法により整備された。 

 グンゼ開発（株）が統括するプロジェクトチームが設計・施行を行い、完成後に長井市が買い取る。 

 （土地は、グンゼ（株）と長井市との間で賃貸借契約を締結。） 

 遊びと学びの交流施設「くるんと」は、共用部、子育て世代活動支援センター、多機能型図書館の３つの 

機能を持つ。 

 共用部は、天井高７ｍを超え、開放的なエントランスホールは、ギャラリースペースとして利用可能で、 

２つの施設を繋ぎ、緑のひろばにも抜けることができる。多目的ルームは、移動間仕切壁を開放すれば、遊 

戯場側の多目的ルームと繋がり、大きな部屋として使える。また、ふらっと立ち寄る憩いの場、交流ラウン 

ジを設置している。 

 子育て世代活動支援センターは、子育て支援センター機能、一時預かり機能、ファミリー・サポート・ 

センター機能を有し、屋内及び屋外に遊戯場（あそびば）が設置されている。 

 多機能図書館は、単に「本を読む」「本を借りる」だけでなく、自宅、学校や職場に続く、居心地の良い 

第３の場所として、壁や仕切を設けない、開放的な空間となっている。また、手前には児童図書を配架し、 

籠って本の世界に没頭できるドームや靴を脱いでくつろげる小上がりを設置しており、テーブルがある席 

には（フタ付きの）飲み物の持ち込みができるようになっている。その他、西側の窓沿いに、カウンターや 

ソファなど変化に富んだ閲覧席、集中して仕事ができるコワーキングコーナー、情報収集や資料収集のお手

伝いをするレファレンス、自動検索機、自動貸出機、読書通長機、学習室兼視聴覚室が設置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

遊びと学びの交流施設「くるんと」     子育て世代活動支援センター（屋内遊戯場） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

子育て世代活動支援センター（屋外遊戯場）    子育て世代活動支援センター（屋内遊戯場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

市立図書館                  市立図書館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

市立図書館                  交流ラウンジ 

【考察・成果】 

鉄道駅と一体となった新庁舎及び遊びと学びの交流施設における長井市の取組について、視察（調査）

を行いましたが、長井市は、「長井市第五次総合計画」により公共施設の耐震化が進められる中、「長井市

公共施設等整備計画」では市庁舎を移転新築する計画が示され、庁舎整備の基本的な方針を検討した「長

井市新庁舎整備基本構想」が策定され、市町村役場機能緊急保全事業債を活用し、鉄道駅と一体となった

新庁舎が整備されました。また、駅に隣接するグンゼの工場跡地に、長井市、グンゼ株式会社及びグンゼ

開発株式会社 PPP（官民パートナーシップ/官民連携）の手法により、遊びと学びの交流施設が整備され

人々が行き交い、交流が生まれる複合施設となっている。 

本市における公共施設の再配置においても、人口推移が大きく影響し、既存設備同規模の建て替えは難

しい状況であり、固定観念にとらわれない複合施設としての再配置が必要になってくるものと考えます。 

どのような複合施設が適しているかは、それぞれの地域の特性に応じた考え方になると思いますが、今回

の視察において、今後の本市に適した公共施設の再配置を研究するうえでの資となりました。 

以上 

 



 




















